
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度診療報酬改定における 

主な歯科関係施設基準一覧 

 

  

  

■基本診療料の施設基準 

・歯科点数表の初診料の注１ 

・歯科点数表の初診料の注 16 及び再診料の注 12 

・地域歯科診療支援病院歯科初診料 

・歯科外来診療医療安全対策加算 1・2 

・歯科外来診療感染対策加算 1・2・3・4 

・医療情報取得加算 

・医療 DX 推進体制整備加算 

 

■特掲診療料の施設基準 

・小児口腔機能管理料の注 3 に規定する口腔管理

体制強化加算 

・小児口腔機能管理料、口腔機能管理料及び歯科

特定疾患療養管理料の注 5（情報通信機器を用い

た場合）の施設基準 

・歯科治療時医療管理料 

・歯科遠隔連携診療料 

・在宅療養支援歯科診療所 1・2 

・在宅療養支援歯科病院 

・在宅医療 DX 情報活用加算 

・在宅歯科医療情報連携加算 

・在宅患者歯科治療時医療管理料 

・口腔細菌定量検査 

・咀嚼能力検査 1・2 

・咬合圧検査 1・2 

・光学印象 

・CAD/CAM 冠及び CAD/CAM インレー 

・歯科技工士連携加算 1 及び光学印象歯科技工士

連携加算 

・歯科技工士連携加算 2 

・頭頸部悪性腫瘍光線力学療法 

・歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

・歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ） 
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■基本診療料の施設基準 

 

歯科点数表の初診料の注１ 

告 示 

八の三 診療報酬の算定方法別表第二歯科診療報酬

点数表（以下「歯科点数表」という。）第一章

第一部初・再診料第一節初診料の注１に規定

する施設基準  

(１) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。 

(２) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な機器を有していること。 

(３) 歯科外来診療における院内感染防止対策に係る

研修を受けた常勤の歯科医師が一名以上配置され

ていること。 

(４) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内掲

示を行っていること。 

(５) （４）の掲示事項について、原則として、ウェ

ブサイトに掲載していること。 

通 知 

第２の７ 歯科点数表の初診料の注１に規定する施

設基準 

１ 歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準 

(１) 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患

者ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌

処理を徹底する等十分な院内感染防止対策を講じ

ていること。 

(２) 感染症患者に対する歯科診療を円滑に実施する

体制を確保していること。 

(３) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る標準予

防策及び新興感染症に対する対策の研修を４年に

１回以上、定期的に受講している常勤の歯科医師

が１名以上配置されていること。 

(４) 職員を対象とした院内感染防止対策にかかる標

準予防策及び新興感染症に対する対策等の院内研

修等を実施していること。 

(５) 当該保険医療機関の見やすい場所に、院内感染

防止対策を実施している旨の院内掲示を行ってい

ること。 

(６) (５)の掲示事項について、原則としてウェブサ

イトに掲載していること。自ら管理するホームペ

ージ等を有しない場合については、この限りでは

ないこと。 

(７) 年に１回、院内感染対策の実施状況等につい

て、様式２の７により地方厚生（支）局長に報告

していること。 

２ 届出に関する事項 

(１) 歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準

に係る届出は、別添７の様式２の６を用いるこ

と。なお、当該届出については実績を要しない。

(２) 毎年８月において、別添７の様式２の７により

報告を行うこと。 

(３) 令和７年５月 31 日までの間に限り、１の(６)

に該当するものとみなす。 
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歯科点数表の初診料の注 16 及び再診料の注 12 

告 示 

八の四 歯科点数表の初診料の注 16 及び再診料の注

12 に規定する施設基準 

情報通信機器を用いた歯科診療を行うにつき十分な

体制が整備されていること。 

通 知 

第５の２ 歯科点数表の初診料の注１６及び再診料

の注１２に規定する施設基準 

１ 歯科点数表の初診料の注１６及び再診料の注１２

に規定する施設基準 

(１） 情報通信機器を用いた診療を行うにつき十分な

体制が整備されているものとして、以下のア及び

イを満たすこと。 

 ア 対面診療を適切に組み合わせて行うことが求めら

れていることを踏まえて、対面診療を提供できる

体制を有すること。 

 イ 患者の状況によって当該保険医療機関において対

面診療を提供することが困難な場合に、他の保険

医療機関と連携して対応できること。 

(２) 厚生労働省「歯科におけるオンライン診療の適

切な実施に関する指針」に沿って診療を行う体制

を有する保険医療機関であること。 

２ 届出に関する事項 

(１) 歯科点数表の初診料の注１６及び再診料の注１

２に規定する情報通信機器を用いた歯科診療に係

る施設基準に係る届出は、別添７の様式４の３を

用いること。 

(２) 毎年８月において、前年度における情報通信機

器を用いた歯科診療実施状況及び歯科診療の件数

について、別添７の様式４の４により届け出るこ

と。 
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地域歯科診療支援病院歯科初診料 

告 示 

九 地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準  

(１) 看護職員が二名以上配置されていること。 

(２) 歯科衛生士が一名以上配置されていること。 

(３) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。 

(４) 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な機器を有していること。 

(５) 歯科外来診療における院内感染防止対策に係る

研修を受けた常勤の歯科医師が一名以上配置され

ていること。 

(６) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る院内掲

示を行っていること。 

(７) (６)の掲示事項について、原則として、ウェブ

サイトに掲載していること。 

(８) 次のイ、ロ又はハのいずれかに該当すること。 

 イ 常勤の歯科医師が二名以上配置され、次のいず

れかに該当すること。 

①歯科医療を担当する病院である保険医療機関にお

ける当該歯科医療についての紹介率（別の保険医

療機関から文書により紹介等された患者（当該病

院と特別の関係にある保険医療機関等から紹介等

された患者を除く。）の数を初診患者（当該保険

医療機関が表示する診療時間以外の時間、休日又

は深夜に受診した六歳未満の初診患者を除く。）

の総数で除して得た数をいう。以下同じ。）が百

分の三十以上であること。 

 ②歯科医療を担当する病院である保険医療機関にお

ける当該歯科医療についての紹介率が百分の二十

以上であって、別表第一に掲げる手術の一年間の

実施件数の総数が三十件以上であること。 

 ③歯科医療を担当する病院である保険医療機関にお

いて、歯科医療を担当する他の保険医療機関にお

いて歯科点数表の初診料の注６若しくは再診料の

注４に規定する歯科診療特別対応加算１、歯科診

療特別対応加算２若しくは歯科診療特別対応加算

３又は歯科点数表の歯科訪問診療料を算定した患

者であって、当該他の保険医療機関から文書によ

り診療情報の提供を受けて当該保険医療機関の外

来診療部門において歯科医療を行ったものの月平

均患者数が五人以上であること。 

④歯科医療を担当する病院である保険医療機関にお

通 知 

第３ 地域歯科診療支援病院歯科初診料に関する施設

基準等  

１ 地域歯科診療支援病院歯科初診料に関する施設基

準等 

(１) 地域歯科診療支援病院歯科初診料に関する基準

における文書により紹介された患者の数及び当該

保険医療機関における初診患者の数については、

届出前１か月間（暦月）の数値を用いること。 

(２) 地域歯科診療支援病院歯科初診料に関する基準

における手術の数については、届出前１年 間

（暦年）の数値を用いること。 

(３) 歯科医療を担当する病院である保険医療機関に

おいて、歯科点数表の初診料の注６又は再 診料

の注４に規定する歯科診療特別対応加算１、歯科

診療特別対応加算２又は歯科診療特別対応加算３

を算定した患者の月平均患者数については、届出

前３か月間（暦月）の月平均の数値を用いるこ

と。 

(４) (１)の「文書により紹介された患者の数」と

は、別の保険医療機関等からの文書（別添６の別

紙１又はこれに準ずる様式）により紹介されて歯

科、小児歯科、矯正歯科又は口腔外科を標榜する

診療科に来院し、初診料を算定した患者（当該保

険医療機関と特別の関係にある保険医療機関から

の紹介患者は除く。）の数をいい、当該保険医療

機関における「初診の患者の数」とは、当該診療

科で初診料を算定した患者の数（時間外、休日又

は深夜に受診した６歳未満の患者を除く。）をい

う。単に電話での紹介を受けた場合等は紹介患者

には該当しない。 

(５) 「特別の関係にある保険医療機関」とは「診療

報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の 留意

事項について」（令和６年３月５日保医発 0305 

第４号）の別添１第１章第２部通則７の(３)に規

定する特別の関係にある保険医療機関をいう。 

(６) 当該病院が当該病院の存する地域において、歯

科医療を担当する別の保険医療機関との連携体制

が確保されていること。 

(７) 口腔内で使用する歯科医療機器等について、患

者ごとの交換や、専用の機器を用いた洗浄・滅菌

処理を徹底する等十分な院内感染防止対策を講じ
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いて、歯科点数表の初診料の注６又は再診料の注

４に規定する歯科診療特別対応加算１、歯科診療

特別対応加算２若しくは歯科診療特別対応加算３

を算定した患者の月平均患者数が三十人以上であ

ること。 

 ロ 次のいずれにも該当すること。 

①常勤の歯科医師が一名以上配置されていること。

②歯科医療を担当する病院である保険医療機関にお

いて、歯科点数表の周術期等口腔機能管理計画策

定料、周術期等口腔機能管理料(Ⅰ)、周術期等口

腔機能管理料(Ⅱ)、周術期等口腔機能管理料(Ⅲ)

又は周術期等口腔機能管理料(Ⅳ)のいずれかを算

定した患者の月平均患者数が二十人以上であるこ

と。 

ハ 次のいずれにも該当すること。 

①常勤の歯科医師が一名以上配置されていること。

②歯科医療を担当する病院である保険医療機関にお

いて、歯科点数表の回復期等口腔機能管理計画策

定料又は回復期等口腔機能管理料のいずれかを算

定した患者の月平均患者数が十人以上であるこ

と。 

(９) 当該地域において、歯科医療を担当する別の保

険医療機関との連携体制が確保されていること。

ていること。 

(８) 感染症患者に対する歯科診療に対応する体制を

確保していること。 

(９) 歯科外来診療の院内感染防止対策に係る標準予

防策及び新興感染症に対する対策の研修を４年に

１回以上、定期的に受講している常勤の歯科医師

が１名以上配置されていること。 

(10) 当該保険医療機関の見やすい場所に、院内感染

防止対策を実施している旨の院内掲示を行ってい

ること。 

(11) (10)の掲示事項について、原則としてウェブサ

イトに掲載していること。自ら管理するホームペ

ージ等を有しない場合については、この限りでは

ないこと。 

２ 届出に関する事項 

(１) 地域歯科診療支援病院歯科初診料の施設基準に

係る届出は、別添７の様式３を用いること。 

(２) 毎年８月に、前年１年間（暦年）の実績につい

て別添７の様式３による報告を行い、必要があれ

ば区分の変更を行う。 

(３) 令和７年５月 31 日までの間に限り、１の(11)

に該当するものとみなす。 
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歯科外来診療医療安全対策加算 1・2 

告 示 

十 歯科外来診療医療安全対策加算の施設基準 

(１) 歯科外来診療医療安全対策加算１の施設基準 

イ 歯科医療を担当する保険医療機関（歯科点数表

の地域歯科診療支援病院歯科初診料に係る施設基

準に適合するものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関を除く。）であること。 

ロ 歯科外来診療における医療安全対策に係る研修

を受けた常勤の歯科医師が一名以上配置されてい

ること。 

ハ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯

科医師及び歯科衛生士がそれぞれ一名以上配置さ

れてい ること。 

ニ 医療安全管理者が配置されていること。ただ

し、病院である医科歯科併設の保険医療機関（歯

科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険

医療機関をいう。以下同じ。）にあっては、歯科

の外来診療部門に医療安全管理者が配置されてい

ること。 

ホ 緊急時の対応を行うにつき必要な体制が整備さ

れていること。 

ヘ 医療安全対策につき十分な体制が整備されてい

ること。 

ト 歯科診療に係る医療安全対策に係る院内掲示を

行っていること。 

チ トの掲示事項について、原則としてウェブサイ

トに掲載していること。 

(２)歯科外来診療医療安全対策加算２の施設基準 

イ 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料

に係る施設基準に適合するものとして地方厚生局

長等に届け出た保険医療機関であること。 

ロ 歯科外来診療における医療安全対策に係る研修

を受けた常勤の歯科医師が一名以上配置されてい

ること。 

ハ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯

科医師が一名以上配置されており、かつ、歯科衛

生士若しくは看護職員が一名以上配置されている

こと。 

ニ 歯科の外来診療部門に医療安全管理者が配置さ

れていること。 

ホ 緊急時の対応を行うにつき必要な体制が整備さ

れていること。 

通 知 

第４ 歯科外来診療医療安全対策加算１及び歯科外来

診療医療安全対策加算２ 

１ 歯科外来診療医療安全対策加算１及び歯科外来診

療医療安全対策加算２に関する施設基準 

(１) 歯科外来診療医療安全対策加算１に関する施設

基準 

 ア 歯科医療を担当する保険医療機関（歯科点数表の

地域歯科診療支援病院歯科初診料にかかる施設基

準に適合するものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関を除く。）であること。 

 イ 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故対策等の

医療安全対策に係る研修を修了した常勤の歯科医

師が１名以上配置されていること。 

 ウ 歯科医師が複数名配置されていること又は歯科医

師及び歯科衛生士がそれぞれ１名以上配置されて

いること。 

 エ 医療安全管理者が配置されていること。ただし、

病院である医科歯科併設の保険医療機関（歯科診

療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療

機関をいう。以下同じ。）にあっては、歯科の外

来診療部門に医療安全管理者が配置されているこ

と。 

 オ 患者にとって安心で安全な歯科医療環境の提供を

行うにつき次の十分な装置・器具等を有している

こと。また、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）につ

いては保有していることがわかる院内掲示を行っ

ていること。 

 (イ) 自動体外式除細動器（ＡＥＤ） 

 (ロ) 経皮的動脈血酸素飽和度測定器（パルスオキシ

メーター） 

 (ハ) 酸素（人工呼吸・酸素吸入用のもの） 

 (ニ) 血圧計 

 (ホ) 救急蘇生セット 

 カ 診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができ

るよう、別の保険医療機関との事前の連携体制が

確保されていること。ただし、医科歯科併設の保

険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医科

診療科との連携体制が確保されている場合は、こ

の限りではない。 

 キ 以下のいずれかを満たしていること。 

 （イ） 公益財団法人日本医療機能評価機構が行う、
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ヘ 医療安全対策につき十分な体制が整備されてい

ること。 

ト 歯科診療に係る医療安全対策に係る院内掲示を

行っていること。 

チ トの掲示事項について、原則としてウェブサイ

トに掲載していること。 

 

歯科ヒヤリ・ハット事例収集等事業に登録するこ

とにより、継続的に医療安全対策等に係る情報収

集を行っていること。 

 （ロ） 歯科外来診療において発生した医療事故、イ

ンシデント等を報告・分析し、その改善を実施す

る体制を整備していること。 

 ク 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時にお

ける連携保険医療機関との連携方法やその対応

等、歯科診療に係る医療安全管理対策を実施して

いる旨の院内掲示を行っていること。 

 ケ クの掲示事項について、原則としてウェブサイト

に掲載していること。自ら管理するホームページ

等を有しない場合については、この限りではない

こと。 

(２) 歯科外来診療医療安全対策加算２に関する施設

基準  

ア 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料に

係る施設基準に適合するものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関であること。 

 イ 偶発症に対する緊急時の対応、医療事故対策等の

医療安全対策に係る研修を修了した常勤の歯科医

師が１名以上配置されていること。 

 ウ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯科

医師が１名以上配置されており、かつ、歯科衛生

士若しくは看護職員が１名以上配置されているこ

と。 

 エ 歯科の外来診療部門に医療安全管理者が配置され

ていること。 

 オ 患者にとって安心で安全な歯科医療環境の提供を

行うにつき次の十分な装置・器具等を有している

こと。また、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）につ

いては保有していることがわかる院内掲示を行っ

ていること。 

 (イ) 自動体外式除細動器（ＡＥＤ） 

 (ロ) 経皮的動脈血酸素飽和度測定器（パルスオキシ

メーター） 

 (ハ) 酸素（人工呼吸・酸素吸入用のもの） 

 (ニ) 血圧計 

 (ホ) 救急蘇生セット 

 カ 診療における偶発症等緊急時に円滑な対応ができ

るよう、別の保険医療機関との事前の連携体制が

確保されていること。ただし、医科歯科併設の保

険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医科

診療科との連携体制が確保されている場合は、こ
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の限りではない。 

 キ 歯科外来診療において発生した医療事故、インシ

デント等を報告・分析し、その改善策を実施する

体制を整備していること。 

 ク 当該保険医療機関の見やすい場所に、緊急時にお

ける連携保険医療機関との連携方法やその対応

等、歯科診療に係る医療安全管理対策を実施して

いる旨の院内掲示を行っていること。 

 ケ クの掲示事項について、原則としてウェブサイト

に掲載していること。  

２ 届出に関する事項 

(１) 歯科外来診療医療安全対策加算１の施設基準に

係る届出は、別添７の様式４を用い、歯科外来診

療医療安全対策加算２の施設基準に係る届出は、

別添７の様式４の１の２を用いること。なお、当

該届出については実績を要しない。 

(２) 令和６年３月 31 日時点で歯科外来診療環境体制

加算１の施設基準に係る届出を行っている保険医

療機関については、令和７年５月 31 日までの間

に限り、１の(１)のエ、カ、キ及びクの基準を満

たしているものとする。 

(３) 令和６年３月 31 日時点で歯科外来診療環境体制

加算２の施設基準に係る届出を行っている保険医

療機関については、令和７年５月 31 日までの間

に限り、１の(２)のエ及びクの基準を満たしてい

るものとする。 

(４) 令和７年５月 31 日までの間に限り、１の(１)の

ケ及び(２)のケに該当するものとみなす。 
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歯科外来診療感染対策加算 1・2・3・4 

告 示 

十の二 歯科外来診療感染対策加算の施設基準 

(１)歯科外来診療感染対策加算１の施設基準 

 イ 歯科医療を担当する保険医療機関（歯科点数表

の地域歯科診療支援病院歯科初診料に係る施設基

準に適合するものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関を除く。）であること。 

ロ 歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準

に適合するものとして地方厚生局長等に届け出た

保険医療機関であること。 

ハ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯

科医師が一名以上配置されており、かつ、歯科衛

生士若しくは院内感染防止対策に係る研修を受け

た者が一名以上配置されていること。 

ニ 院内感染管理者が配置されていること。ただ

し、病院である医科歯科併設の保険医療機関にあ

っては、歯科の外来診療部門に院内感染管理者が

配置されていること。 

ホ 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。 

(２)歯科外来診療感染対策加算２の施設基準 

イ 歯科医療を担当する保険医療機関（歯科点数表

の地域歯科診療支援病院歯科初診料に係る施設基

準に適合するものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関を除く。）であること。 

ロ 歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準

に適合するものとして地方厚生局長等に届け出た

保険医療機関であること。 

ハ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯

科医師及び歯科衛生士がそれぞれ一名以上配置さ

れていること。 

ニ 院内感染管理者が配置されていること。ただ

し、病院である医科歯科併設の保険医療機関にあ

っては、歯科の外来診療部門に院内感染管理者が

配置されていること。 

ホ 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。 

ヘ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成十年法律第百十四号。以下「感

染症法」という。）第６条第７項に規定する新型

インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する

指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症

通 知 

第４の２ 歯科外来診療感染対策加算１、歯科外来診

療感染対策加算２、歯科外来診療感染対策加

算 ３及び歯科外来診療感染対策加算４ 

１ 歯科外来診療感染対策加算１、歯科外来診療感染

対策加算２、歯科外来診療感染対策加算３及び歯

科外来診療感染対策加算４に関する施設基準 

(１) 歯科外来診療感染対策加算１に関する施設基準 

 ア 歯科医療を担当する保険医療機関（歯科点数表の

地域歯科診療支援病院歯科初診料にかかる施設基

準に適合するものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関を除く。）であること。 

 イ 歯科点数表の初診料の注１に係る施設基準の届出

を行っていること。 

 ウ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯科

医師が１名以上配置されており、かつ、歯科衛生

士若しくは院内感染防止対策に係る研修を受けた

者が１名以上配置されていること。 

 エ 院内感染管理者が配置されていること。ただし、

病院である医科歯科併設の保険医療機関にあって

は、歯科の外来診療部門に院内感染管理者が配置

されていること。 

 オ 歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の

切削時等に飛散する細かな物質を吸収できる環境

を確保していること。 

(２) 歯科外来診療感染対策加算２に関する施設基準 

 ア 歯科医療を担当する保険医療機関（歯科点数表の

地域歯科診療支援病院歯科初診料に係る施設基準

に適合するものとして地方厚生局長等に届け出た

保険医療機関を除く。）であること。 

 イ 歯科点数表の初診料の注１に係る施設基準に適合

するものとして地方厚生局長等に届け出た保険医

療機関であること。 

 ウ 歯科医師が複数名配置されていること又は歯科医

師及び歯科衛生士がそれぞれ１名以上配置されて

いること。 

 エ 院内感染管理者が配置されていること。ただし、

病院である医科歯科併設の保険医療機関にあって

は、歯科の外来診療部門に院内感染管理者が配置

されていること。 

 オ 歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の

切削時等に飛散する細かな物質を吸収できる環境



- 9 - 
 

（以下この号において「新型インフルエンザ等感

染症等」という。） の患者又はそれらの疑似症患

者に対して歯科外来診療が可能な体制を確保して

いること。 

ト 新型インフルエンザ等感染症等に係る事業継続

計画を策定していること。ただし、病院である医

科歯科併設の保険医療機関にあっては、歯科外来

部門の事業継続計画を策定していること。 

チ 歯科外来診療を円滑に実施できるよう、新型イ

ンフルエンザ等感染症等に係る医科診療を担当す

る他の保険医療機関との連携体制（医科歯科併設

の保険医療機関にあっては、当該保険医療機関の

医科診療科との連携体制）が整備されているこ

と。 

リ 当該地域において歯科医療を担当する別の保険

医療機関から新型インフルエンザ等感染症等の患

者又はそれらの疑似症患者を受け入れるため、当

該別の保険医療機関との連携体制を確保している

こと。 

(３)歯科外来診療感染対策加算３の施設基準 

イ 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料

に係る施設基準に適合するものとして地方厚生局

長等に届け出た保険医療機関であること。 

ロ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯

科医師が一名以上配置されており、かつ、歯科衛

生士若しくは看護職員が一名以上配置されている

こと。 

ハ 歯科の外来診療部門に院内感染管理者が配置さ

れていること。 

ニ 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。 

(４)歯科外来診療感染対策加算４の施設基準 

イ 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料

に係る施設基準に適合するものとして地方厚生局

長等に 届け出た保険医療機関であること。 

ロ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯

科医師が一名以上配置されており、かつ、歯科衛

生士若しくは看護職員が一名以上配置されている

こと。 

ハ 歯科の外来診療部門に院内感染管理者を配置し

ていること。 

ニ 歯科外来診療における院内感染防止対策につき

十分な体制が整備されていること。 

ホ 新型インフルエンザ等感染症等の患者又はそれ

を確保していること。 

 カ 感染経路別予防策（個人防護具の着脱法等を含

む。）及び新型インフルエンザ等感染症等に対す

る対策・発生動向等に関する研修を１年に１回以

上受講している常勤の歯科医師が１名以上配置さ

れていること。 

 キ 新型インフルエンザ等感染症等の発生時に、当該

感染症の患者又は疑似症患者を受け入れることを

念頭に、汚染区域や清潔区域のゾーニング等を行

うことができる体制を有すること。 

 ク 新型インフルエンザ等感染症等発生時の事業継続

計画を策定していること。ただし、病院である医

科歯科併設の保険医療機関にあっては、歯科外来

部門の事業継続計画を策定していること。 

 ケ 新型インフルエンザ等感染症等の発生時に歯科外

来診療を円滑に実施できるよう、医科 診療を担

当する別の保険医療機関との連携体制が整備され

ていること。ただし、病院である医科歯科併設の

保険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医

科診療科との連携体制が整備されている場合は、

この限りではない。 

 コ 新型インフルエンザ等感染症等の発生時に当該地

域において、歯科医療を担当する別の保険医療機

関から当該感染症の患者又は疑似症患者を受け入

れることを念頭に、連携体制を確保しているこ

と。 

 サ 年に１回、感染経路別予防策及び最新の新型イン

フルエンザ等感染症等を含む感染症に対する対

策・発生動向等に関する研修の受講状況につい

て、別添７の様式２の７により地方厚生（支）局

長に報告すること。 

(３) 歯科外来診療感染対策加算３に関する施設基準 

 ア 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料に

係る施設基準に適合するものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関であること。 

 イ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯科

医師が１名以上配置されており、かつ、歯科衛生

士若しくは看護職員が１名以上配置されているこ

と。 

 ウ 院内感染管理者が配置されていること。ただし、

医科歯科併設の保険医療機関にあっては、歯科の

外来診療部門に院内感染管理者を配置しているこ

と。 

 エ 歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の
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らの疑似症患者に対して歯科外来診療が可能な体

制を確 保していること。 

ヘ 新型インフルエンザ等感染症等に係る歯科外来

部門の事業継続計画を策定していること。 

ト 当該地域において歯科医療を担当する別の保険

医療機関から新型インフルエンザ等感染症等の患

者又は それらの疑似症患者を受け入れるため、当

該別の保険医療機関との連携体制を確保している

こと。 

切削時等に飛散する細かな物質を吸収できる環境

を確保していること。 

(４) 歯科外来診療感染対策加算４に関する施設基準 

 ア 歯科点数表の地域歯科診療支援病院歯科初診料に

係る施設基準に適合するものとして地方厚生局長

等に届け出た保険医療機関であること。 

 イ 歯科医師が複数名配置されていること、又は歯科

医師が一名以上配置されており、かつ、歯科衛生

士若しくは看護職員が１名以上配置されているこ

と。 

 ウ 院内感染管理者が配置されていること。ただし、

医科歯科併設の保険医療機関にあっては、歯科の

外来診療部門に院内感染管理者を配置しているこ

と。 

 エ 歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯の

切削時等に飛散する細かな物質を吸収できる環境

を確保していること。 

 オ 感染経路別予防策（個人防護具の着脱法等を含

む。）及び新型インフルエンザ等感染症等に対す

る対策・発生動向等に関する研修を１年に１回以

上受講している常勤の歯科医師が１名以上配置さ

れていること。 

 カ 新型インフルエンザ等感染症等の発生時に、当該

感染症の患者又は疑似症患者を受け入れることを

念頭に、汚染区域や清潔区域のゾーニング等を行

うことができる体制を有すること。 

 キ 新型インフルエンザ等感染症等発生時の事業継続

計画を策定していること。 

 ク 新型インフルエンザ等感染症等の発生時に歯科外

来診療を円滑に実施できるよう、医科診療を担当

する別の保険医療機関との連携体制が整備されて

いること。ただし、病院である医科歯科併設の保

険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医科

診療科との連携体制が整備されている場合は、こ

の限りではない。 

 ケ 新型インフルエンザ等感染症等の発生時に当該地

域において、歯科医療を担当する別の保険医療機

関から当該感染症の患者又は疑似症患者を受け入

れることを念頭に、連携体制を確保しているこ

と。 

 コ 年に１回、感染経路別予防策及び最新の新型イン

フルエンザ等感染症等を含む感染症に係る対策・

発生動向等に関する研修の受講状況について、別

添７の様式３により地方厚生（支）局長に報告す
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ること。 

２ 届出に関する事項 

(１) 歯科外来診療感染対策加算１又は歯科外来診療

感染対策加算２の施設基準に係る届出は、別添７

の様式４を用い、歯科外来診療感染対策加算３又

は歯科外来診療感染対策加算４の施設基準に係る

届出は、別添７の様式４の１の２を用いること。

なお、当該届出については実績を要しない。 

(２) 毎年８月において、感染症に係る感染経路別予

防策及び対策・発生動向等に関する研修の受講状

況について、歯科外来診療感染対策加算２を届け

出ている保険医療機関においては別添７の様式２

の７により、歯科外来診療感染対策加算４を届け

出ている保険医療機関においては別添７の様式３

により届け出ること。 

(３) 令和６年３月 31 日時点で歯科外来診療環境体制

加算１の施設基準に係る届出を行っている保険医

療機関については、令和７年５月 31 日までの間

に限り、１の（１）のエ及び（２）のエからサま

での基準を満たしているものとする。 

(４) 令和６年３月 31 日時点で歯科外来診療環境体制

加算２の施設基準に係る届出を行っている保険医

療機関については、令和７年５月 31 日までの間

に限り、１の（３）のウ及び（４）のウからコま

での基準を満たしているものとする。 
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医療情報取得加算 

告 示 

三の七 医療情報取得加算の施設基準 

(１) 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請

求に関する命令（昭和五十一年厚生省令第三十六

号）第一条に規定する電子情報処理組織の使用に

よる請求を行っていること。 

(２) 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格

確認を行う体制を有していること。 

(３) （２）の体制に関する事項及び質の高い診療を

実施するための十分な情報を取得し、及び活用し

て診療を行うことについて、当該保険医療機関の

見やすい場所に掲示していること。 

(４) （３）の掲示事項について、原則として、ウェ

ブサイトに掲載していること。 

通 知 

第１の８ 医療情報取得加算 

１ 医療情報取得加算に関する施設基準 

(１) 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行

っていること。 

(２) 健康保険法第３条第 13 項に規定する電子資格

確認（以下「オンライン資格確認」という。）を

行う体制を有していること。なお、オンライン資

格確認の導入に際しては、医療機関等向けポータ

ルサイトにおいて、運用開始日の登録を行うこ

と。 

（３）次に掲げる事項について、当該保険医療機関

の見やすい場所に掲示していること。 

 ア オンライン資格確認を行う体制を有しているこ

と。 

 イ 当該保険医療機関を受診した患者に対し、受診

歴、薬剤情報、特定健診情報その他必要な診療情

報を取得・活用して診療を行うこと。 

 (４) （３）の掲示事項について、原則として、ウ

ェブサイトに掲載していること。自ら管理するホ

ームページ等を有しない場合については、この限

りではないこと。 

２ 届出に関する事項 

(１) 医療情報取得加算の施設基準に係る取扱いにつ

いては、当該基準を満たしていればよく、特に地

方厚生（支）局長に対して、届出を行う必要はな

いこと。 

(２) １の（４）については、令和７年５月 31 日ま

での間に限り、当該基準を満たしているものとみ

なす。 
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医療 DX 推進体制整備加算 

告 示 

三の八 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準 

(１) 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請

求に関する命令第一条に規定する電子情報処理組

織の使用による請求を行っていること。 

(２) 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格

確認を行う体制を有していること。 

(３) 医師又は歯科医師が、健康保険法第三条第十三

項に規定する電子資格確認を利用して取得した診

療情報を、診療を行う診察室、手術室又は処置室

等において、閲覧又は活用できる体制を有してい

ること。 

(４) 電磁的記録をもって作成された処方箋を発行す

る体制を有していること。 

(５) 電磁的方法により診療情報を共有し、活用する

体制を有していること。 

(６) 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格

確認に係る実績を一定程度有していること。 

(７) 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い

診療を実施するための十分な情報を取得し、及び

活用して診療を行うことについて、当該保険医療

機関の見やすい場所に掲載していること。 

(８) （７）の掲示事項について、原則として、ウェ

ブサイトに掲載していること。 

 

通 知 

第１の９ 医療ＤＸ推進体制整備加算 

１ 医療ＤＸ推進体制整備加算に関する施設基準  

(１) 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行

っていること。 

(２) オンライン資格確認を行う体制を有しているこ

と。なお、オンライン資格確認の導入に際して

は、医療機関等向けポータルサイトにおいて、運

用開始日の登録を行うこと。 

(３) オンライン資格確認等システムの活用により、

患者の薬剤情報、特定健診情報等（以下この項に

おいて「診療情報等」という。）を診療を行う診

察室、手術室又は処置室等（以下「診察室等」と

いう。）において、医師等が閲覧及び活用できる

体制を有していること。 

(４) 「電子処方箋管理サービスの運用について」

（令和４年 10 月 28 日付け薬生発 1028 第１号医

政発 1028 第１号保発 1028 第１号厚生労働省医

薬・生活衛生局長・医政局長・保険局長通知。）

に基づく電子処方箋により処方箋を発行できる体

制を有していること。 

(５) 国等が提供する電子カルテ情報共有サービスに

より取得される診療情報等を活用する体制 を有

していること。  

(６) マイナ保険証の利用率が一定割合以上であるこ

と。 

(７) 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い

診療を実施するための十分な情報を取得・活用し

て診療を行うことについて、当該保険医療機関の

見やすい場所に掲示していること。具体的には次

に掲げる事項を掲示していること。 

 ア 医師等が診療を実施する診察室等において、オ

ンライン資格確認等システムにより取得した診療

情報等を活用して診療を実施している保険医療機

関であること 

 イ マイナ保険証を促進する等、医療ＤＸを通じて

質の高い医療を提供できるよう取り組んでいる保

険医療機関であること。 

 ウ 電子処方箋の発行及び電子カルテ情報共有サー

ビスなどの医療ＤＸにかかる取組を実施している

保険医療機関であること。 

(８) （７）の掲示事項について、原則として、ウェ
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ブサイトに掲載していること。自ら管理するホー

ムページ等を有しない場合については、この限り

ではないこと。 

２ 届出に関する事項 

(１) 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準に係る届

出は、別添 7 の様式１の６を用いること。 

(２) １の(４)については、令和７年３月 31 日までの

間に限り、１の(５)については令和７年９月 30

日までの間に限り、それぞれの基準を満たしてい

るものとみなす。 

(３) １の(６)については、令和６年 10 月１日から適

用する。なお、利用率の割合については別途示す

予定である。 

(４) 令和７年９月 30 日までの間に限り、１の(７)の

ウの事項について、掲示を行っているものとみな

す。 

(５) １の(８)については、令和７年５月 31 日までの

間に限り、当該基準を満たしているものとみな

す。 
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■特掲診療料の施設基準 

 

小児口腔機能管理料の注 3 に規定する口腔管理体制強化加算 

告 示 

六の二の三 小児口腔機能管理料の注３に規定する

口腔管理体制強化加算の施設基準 

(１) 保険医療機関である歯科診療所であること。 

(２) 歯科医師が複数名配置されていること又は歯科

医師及び歯科衛生士がそれぞれ一名以上配置され

ていること。 

(３) 歯科疾患の重症化予防に関する継続的な管理の

実績があること。 

(４) 口腔機能管理に関する実績があること。 

(５) 次のいずれかに該当すること。 

イ 歯科訪問診療料を算定していること。  

ロ 在宅療養支援歯科診療所１、在宅療養支援歯

科診療所２又は在宅療養支援歯科病院との連携

の実績があること。 

ハ 在宅歯科医療に係る連携体制が確保されてい

ること。 

(６) 歯科疾患の継続管理等に係る適切な研修を受け

た常勤の歯科医師が一名以上配置されているこ 

と。 

(７) 緊急時の対応を行うにつき必要な体制が整備さ

れていること。 

(８) 当該地域において、保険医療機関、介護・福祉

施設等と連携していること。 

(９) 医療安全対策につき十分な体制が整備されてい

ること。 

 

通 知 

第 13 の２ 小児口腔機能管理料の注３に規定する口

腔管理体制強化加算 

１ 口腔管理体制強化加算の施設基準  

(１) 歯科医師が複数名配置されていること又は歯科

医師及び歯科衛生士がそれぞれ１名以上配置され

ていること。 

(２) 次のいずれにも該当すること。 

 ア 過去１年間に歯周病安定期治療又は歯周病重症

化予防治療をあわせて 30 回以上算定しているこ

と。 

 イ 過去１年間にエナメル質初期う蝕管理料又は根

面う蝕管理料をあわせて 12 回以上算定している

こと。 

 ウ 歯科点数表の初診料の注１に規定する施設基準

を届け出ていること。 

 エ 歯科訪問診療料の注 15 に規定する届出を行って

いること。  

(３) 過去１年間に歯科疾患管理料（口腔機能発達不

全症又は口腔機能低下症の管理を行う場合に限

る。）、歯科衛生実地指導料の口腔機能指導加算、

小児口腔機能管理料、口腔機能管理料又は歯科口

腔リハビリテーション料３をあわせて 12 回以上

算定していること。  

(４) 以下のいずれかに該当すること。 

 ア 過去１年間の歯科訪問診療１、歯科訪問診療２

若しくは歯科訪問診療３の算定回数又は連携する

在宅療養支援歯科診療所１、在宅療養支援歯科診

療所２若しくは在宅療養支援歯科病院に依頼した

歯科訪問診療の回数があわせて５回以上であるこ

と。 

 イ 連携する歯科訪問診療を行う別の医療機関や地

域の在宅医療の相談窓口とあらかじめ協議し、歯

科訪問診療に係る十分な体制が確保されているこ

と。 

(５) 過去 1 年間に診療情報提供料（Ⅰ）又は診療情

報等連携共有料をあわせて５回以上算定している

実績があること。  

(６) 当該医療機関に、歯科疾患の重症化予防に資す

る継続管理（エナメル質初期う蝕管理、根面う蝕
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管理及び口腔機能の管理を含むものであるこ

と。）並びに高齢者・小児の心身の特性及び緊急

時対応等に関する適切な研修を修了した歯科医師

が１名以上在籍していること。なお、既に受講し

た研修が要件の一部を満たしている場合には、不

足する要件を補足する研修を受講することでも差

し支えない。  

(７) 診療における偶発症等緊急時に円滑な対応がで

きるよう、別の保険医療機関との事前の連携体制

が確保されていること。ただし、医科歯科併設の

診療所にあっては、当該保険医療機関の医科診療

科との連携体制が確保されている場合は、この限

りではない。  

(８) 当該診療所において歯科訪問診療を行う患者に

対し、迅速に歯科訪問診療が可能な歯科医師をあ

らかじめ指定するとともに、当該担当医名、診療

可能日、緊急時の注意事項等について、事前に患

者又は家族に対して説明の上、文書により提供し

ていること。  

(９) (６)に掲げる歯科医師が、以下の項目のうち、

３つ以上に該当すること。 

 ア 過去１年間に、居宅療養管理指導を提供した実

績があること。 

 イ 地域ケア会議に年１回以上出席していること。 

 ウ 介護認定審査会の委員の経験を有すること。 

 エ 在宅医療に関するサービス担当者会議や病院・

診療所・介護保険施設等が実施する多職種連携に

係る会議等に年１回以上出席していること。 

 オ 過去１年間に、在宅歯科栄養サポートチーム等

連携指導料を算定した実績があること。 

カ 在宅医療又は介護に関する研修を受講しているこ

と。 

 キ 過去１年間に、退院時共同指導料１、在宅歯科

医療連携加算１、在宅歯科医療連携加算２、小児

在宅歯科医療連携加算１、小児在宅歯科医療連携

加算２、在宅歯科医療情報連携加算、退院前在宅

療養指導管理料、在宅患者連携指導料又は在宅患

者緊急時等カンファレンス料を算定した実績があ

ること。 

 ク 認知症対応力向上研修等、認知症に関する研修

を受講していること。 

 ケ 過去１年間に福祉型障害児入所施設、医療型障

害児入所施設、介護老人福祉施設又は介護老人保

健施設における定期的な歯科健診に協力している
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こと。 

 コ 自治体が実施する事業（ケに該当するものを除

く。）に協力していること。 

 サ 学校歯科医等に就任していること。 

 シ 過去１年間に、歯科診療特別対応加算１、歯科

診療特別対応加算２又は歯科診療特別対応加算３

を算定した実績があること。 

(10) 歯科用吸引装置等により、歯科ユニット毎に歯

の切削や義歯の調整、歯冠補綴物の調整時等に飛

散する細かな物質を吸引できる環境を確保してい

ること。 

(11) 患者にとって安心で安全な歯科医療環境の提供

を行うにつき次の十分な装置・器具等を有してい

ること。 

 ア 自動体外式除細動器（ＡＥＤ） 

 イ 経皮的動脈血酸素飽和度測定器（パルスオキシ

メーター） 

 ウ 酸素供給装置 

 エ 血圧計 

 オ 救急蘇生セット 

 カ 歯科用吸引装置 

 なお、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）については

保有していることがわかる院内掲示を行っている

ことが望ましい。 

(12) 令和７年５月31日までの間、１の（２）のイ及

びエ、（４）のア、（５）並びに（９）のオ及びシ

の規定の適用については、「診療報酬の算定方法

の一部を改正する件」による改正前の規定による

令和６年５月 31 日以前の各区分の算定回数及び

改正後の規定による令和６年６月１日以降の各区

分の算定回数を合計して差し支えない。 

２ 届出に関する事項  

(１) 口腔管理体制強化加算の施設基準に係る届出

は、別添２の様式 17 の２を用いること。また、

研修については、該当する研修を全て修了してい

ることが確認できる文書（当該研修の名称、実施

主体、修了日及び修了者の氏名等を記載した一覧

でも可）を添付すること。 

(２) 令和６年３月31日時点で「診療報酬の算定方法

の一部を改正する件」による改正前のかかりつけ

歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準に係る届

出を行っている保険医療機関については、令和７

年５月 31 日までの間に限り、１の(２)のイ、エ

及び(３)の基準を満たしているものとする。 
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小児口腔機能管理料、口腔機能管理料及び歯科特定疾患療養管理料の注 5（情報通信機器を用いた場合）の施

設基準 

告 示 

六の二の五 小児口腔機能管理料の注５、口腔機能

管理料の注５及び歯科特定疾患療養管理

料の注５に規定する施設基準 

情報通信機器を用いた歯科診療を行うにつき十分な

体制が整備されていること。 

通 知 

第 13 の２の２ 小児口腔機能管理料、口腔機能管理

料及び歯科特定疾患療養管理料の注５

に規定する施設基準 

１ 小児口腔機能管理料、口腔機能管理料及び歯科特

定疾患療養管理料の注５に規定する施設基準 

基本診療料施設基準通知別添１の第４の３に掲げ

る歯科点数表の初診料の注 16 及び再診料の注 12 に

規定する施設基準の届出を行っていること。 

 ２ 届出に関する事項 

歯科点数表の初診料の注 16 及び再診料の注 12 に

規定する施設基準の届出を行っていればよく、小児

口腔機能管理料、口腔機能管理料及び歯科特定疾患

療養管理料の注５に規定する情報通信機器を用いた

歯科診療として特に地方厚生(支)局長に対して、届

出を行う必要はな いこと。 
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歯科治療時医療管理料 

告 示 

六の二の四 歯科治療時医療管理料の施設基準 

（１）当該療養を行うにつき、十分な経験を有する

常勤の歯科医師により、治療前、治療中及び治療

後における当該患者の全身状態を管理する体制が

整備されていること。 

（２）歯科医師が複数名配置されていること又は歯

科医師が一名以上かつ歯科衛生士若しくは看護師

が 一名以上配置されていること。 

（３）当該患者の全身状態の管理を行うにつき十分

な装置・器具を有していること。 

（４）緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険

医療機関との連携体制（病院である医科歯科併設

の保険医療機関（歯科診療及び歯科診療以外の診

療を併せて行う保険医療機関をいう。以下同

じ。）にあっては、当該保険医療機関の医科診療

科との連携体制）が確保されていること。 

通 知 

第13 歯科治療時医療管理料  

１ 歯科治療時医療管理料に関する施設基準 

(１) 当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常

勤の歯科医師、歯科衛生士等により、治療前、治

療中及び治療後における当該患者の全身状態を管

理できる体制が整備されていること。 

(２) 常勤の歯科医師が複数名配置されていること又

は常勤の歯科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護

師がそれぞれ１名以上配置されていること。な

お、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２名以上組

み合わせることにより、当該保険医療機関が規定

する常勤歯科衛生士又は常勤 看護師の勤務時間帯

と同じ時間帯に歯科衛生士又は看護師が配置され

ている場合には、当該基準を満たしていることと

みなすことができる。 

(３) 当該患者の全身状態の管理を行うにつき以下の

十分な装置・器具等を有していること。 

 ア 経皮的動脈血酸素飽和度測定器（パルスオキシ

メーター） 

 イ 酸素供給装置 

 ウ 救急蘇生セット  

(４) 緊急時に円滑な対応ができるよう病院である別

の保険医療機関との連携体制が整備されているこ

と。ただし、病院である医科歯科併設の保険医療

機関にあっては、当該保険医療機関の医科診療科

との連携体制が整備されている場合は、この限り

でない。 

２ 届出に関する事項  

歯科治療時医療管理料の施設基準に係る届出は別

添２の様式17を用いること。 
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歯科遠隔連携診療料 

告 示 

六の二の六 歯科遠隔連携診療料の施設基準等 

（１）歯科遠隔連携診療料の施設基準 情報通信機器

を用いた歯科診療を行うにつき十分な体制が整備

されていること。 

（２）歯科遠隔連携診療料の対象患者 

次のいずれかに該当すること。 

イ 口腔領域の悪性新生物の術後の経過観察等の

専門的な医療を必要とする患者 

ロ 口腔軟組織の疾患（難治性のものに限る。）又

は薬剤関連顎骨壊死の経過観察等の専門的な医

療 を必要とする患者 

通 知 

第13の２の３ 歯科遠隔連携診療料  

１ 歯科遠隔連携診療料の施設基準 

歯科オンライン指針に沿って診療を行う体制を有

する保険医療機関であること。 

２ 届出に関する事項  

歯科遠隔連携診療料の施設基準に係る取扱いにつ

いては、当該基準を満たしていればよく、 特に地方

厚生（支）局長に対して、届出を行う必要はないこ

と。 
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在宅療養支援歯科診療所 1・2 

告 示 

六の三 在宅療養支援歯科診療所の施設基準 

(１)在宅療養支援歯科診療所１の施設基準 

イ 保険医療機関である歯科診療所であって、歯

科訪問診療１、歯科訪問診療２又は歯科訪問診

療３を算定していること。 

ロ 高齢者の口腔機能管理に係る研修を受けた常

勤の歯科医師が一名以上配置されていること。 

ハ 歯科衛生士が一名以上配置されていること。 

ニ 当該保険医療機関が歯科訪問診療を行う患者

に対し、患家の求めに応じて、迅速な歯科訪問

診療が可能な体制を確保し、歯科訪問診療を担

う担当歯科医の氏名、診療可能日等を、文書に

より患家に提供していること。 

ホ 在宅歯科診療に係る後方支援の機能を有する

別の保険医療機関との連携体制が確保されてい

ること。 

ヘ 定期的に、在宅患者等の口腔機能管理を行っ

ている患者数等を地方厚生局長等に報告してい

ること。 

ト 当該地域において、保険医療機関、介護・福

祉施設等との十分な連携の実績があること。 

チ 主として歯科訪問診療を実施する診療所にあ

っては、次のいずれにも該当するものであるこ

と。 

①当該診療所で行われる歯科訪問診療の患者のう

ち、六割以上が歯科訪問診療１を実施している 

こと。 

②在宅歯科医療を担当する常勤の歯科医師が配置

されていること。 

③直近一年間に五つ以上の病院又は診療所から、

文書による紹介を受けて歯科訪問診療を開始し 

た実績があること。 

④在宅歯科医療を行うにつき十分な機器を有して

いること。 

⑤歯科訪問診療における処置等の実施について相

当の実績を有すること。 

(２)在宅療養支援歯科診療所２の施設基準  

イ (１)のイからヘまで及びチに該当するもので

あること。 

ロ 当該地域において、保険医療機関、介護・福

祉施設等との必要な連携の実績があること。  

通 知 

第 14 在宅療養支援歯科診療所１及び在宅療養支援

歯科診療所２ 

１ 在宅療養支援歯科診療所１及び在宅療養支援歯科

診療所２の施設基準  

(１) 在宅療養支援歯科診療所１の施設基準 

次のいずれにも該当し、在宅等の療養に関して

歯科医療面から支援できる体制等を確保している

こと。 

 ア 過去１年間に歯科訪問診療１、歯科訪問診療２

又は歯科訪問診療料３を合計 18回以上算定してい

ること。 

 イ 高齢者の心身の特性（認知症に関する内容を含

むものであること。）、口腔機能の管理、緊急時対

応等に係る適切な研修を修了した常勤の歯科医師

が１名以上配置されていること。なお、既に受講

した研修が要件の一部を満たしている場合には、

不足する要件を補足する 研修を受講することでも

差し支えない。 

 ウ 歯科衛生士が配置されていること。 

 エ 当該診療所において、歯科訪問診療を行う患者

に対し、迅速に歯科訪問診療が可能な保険医をあ

らかじめ指定するとともに、当該担当医名、診療

可能日、緊急時の注意事項等について、事前に患

者又は家族に対して説明の上、文書により提供し

ていること。 

 オ 歯科訪問診療に係る後方支援の機能を有する別

の保険医療機関との連携体制が確保されているこ

と。 

 カ 当該診療所において、過去１年間の在宅医療を

担う他の保険医療機関、保険薬局、訪問看護ステ

ーション、地域包括支援センター、居宅介護支援

事業所又は介護保険施設等からの依頼による歯科

訪問診療料の算定回数の実績が５回以上であるこ

と。 

 キ 以下のいずれかに該当すること。 

 (イ) 当該地域において、地域ケア会議、在宅医

療・介護に関するサービス担当者会議又は病院・

診療所・介護保険施設等が実施する多職種連携に

係る会議等に年１回以上 出席していること。 

 (ロ) 過去１年間に、病院・診療所・介護保険施設

等の職員への口腔管理に関する技術的助言や研修
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等の実施又は口腔管理への協力を行っているこ

と。 

 (ハ) 歯科訪問診療に関する他の歯科医療機関との

連携実績が年１回以上あること。 

 ク 過去１年間に、以下のいずれかの算定が１つ以

上あること。 

 (イ) 在宅歯科栄養サポートチーム等連携指導料の

算定があること。 

 (ロ) 在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管

理料、小児在宅患者訪問口腔リハビ リテーション

指導管理料の算定があること。 

 (ハ) 退院時共同指導料１、在宅歯科医療連携加算

１、在宅歯科医療連携加算２、小児在宅歯科医療

連携加算１、小児在宅歯科医療連携加算２、在宅

歯科医療情報連携加算、退院前在宅療養指導管理

料、在宅患者連携指導料又は在宅患者緊急時等カ

ンファレン ス料の算定があること。 

 ケ 直近１か月に歯科訪問診療及び外来で歯科診療

を行った患者のうち、歯科訪問診療を行った患者

数の割合が９割５分以上の診療所にあっては、次

のいずれにも該当するものであること。 

 (イ) 過去１年間に、５か所以上の保険医療機関か

ら初診患者の診療情報提供を受けていること。 

 (ロ) 直近３か月に当該診療所で行われた歯科訪問

診療のうち、６割以上が歯科訪問診療１を算定し

ていること。 

 (ハ) 在宅歯科医療に係る３年以上の経験を有する

歯科医師が勤務していること。 

 (ニ) 歯科用ポータブルユニット、歯科用ポータブ

ルバキューム及び歯科用ポータブル レントゲンを

有していること。 

 (ホ) 歯科訪問診療において、過去１年間の診療実

績（歯科点数表に掲げるのうち、次に掲げるもの

の算定実績をいう。）が次の要件のいずれにも該

当していること。 

 ①「Ｉ００５」に掲げる抜髄及び「Ｉ００６」に掲

げる感染根管処置の算定実績が合わせて 20回以上

であること。 

 ②「Ｊ０００」に掲げる抜歯手術の算定実績が20回

以上であること。 

 ③「Ｍ０１８」に掲げる有床義歯を新製した回数、

「Ｍ０２９」に掲げる有床義歯修理及び「Ｍ０３

０」に掲げる有床義歯内面適合法の算定実績が合

わせて 40回以上であること。ただし、それぞれの
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算定実績は５回以上であること。 

 コ 年に１回、歯科訪問診療の患者数等を別添２の

様式 18の２を用いて、地方厚生(支)局長に報告し

ていること。 

(２) 在宅療養支援歯科診療所２の施設基準 

次のいずれにも該当し、在宅等の療養に関して

歯科医療面から支援できる体制等を確保している

こと。 

ア 過去１年間に歯科訪問診療１、歯科訪問診療２

又は歯科訪問診療３を合計４回以上算定している

こと。 

 イ (１)のイからオまで及びケのいずれにも該当す

ること。 

 ウ 当該診療所において、過去１年間の在宅医療を

担う他の保険医療機関、保険薬局、訪問 看護ステ

ーション、地域包括支援センター、居宅介護支援

事業所又は介護保険施設等からの依頼による歯科

訪問診療料の算定回数の実績が３回以上であるこ

と。 

 エ 年に１回、歯科訪問診療の患者数等を別添２の

様式 18の２を用いて、地方厚生(支)局長に報告し

ていること。 

(３) 令和７年５月 31 日までの間、１の（１）のア及

びのクの(イ)並びに（２）のアの規定の適用につ

いては、「診療報酬の算定方法の一部を改正する

件」による改正前の規定による令和６年５月 31日

以前の各区分の算定回数及び改正後の規定による

令和６年６月１日以降の 各区分の算定回数を合計

して差し支えない。 

２ 届出に関する事項 

在宅療養支援歯科診療所１及び在宅療養支援歯

科診療所２の施設基準に係る届出は、別添２の様

式 18 を用いること。 
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在宅療養支援歯科病院 

告 示 

六の四 在宅療養支援歯科病院の施設基準 

(１)保険医療機関である歯科診療を行う病院であっ

て、歯科訪問診療１、歯科訪問診療２又は歯科訪

問診療３を算定していること。 

(２)高齢者の口腔機能管理に係る研修を受けた常勤

の歯科医師が一名以上配置されていること。 

(３)歯科衛生士が一名以上配置されていること。 

(４)在宅歯科診療に係る後方支援の機能を有してい

ること。 

(５)定期的に、在宅患者等の口腔機能管理を行って

いる患者数等を地方厚生局長等に報告しているこ

と。 

(６)当該地域において、保険医療機関、介護・福祉

施設等との十分な連携の実績があること。 

 

 

 

 

 

 

通 知 

第 14 の１の２ 在宅療養支援歯科病院 

 １ 在宅療養支援歯科病院の施設基準 

（１）次のいずれにも該当し、在宅等の療養に関し

て歯科医療面から支援できる体制等を確保し てい

ること。 

 ア 過去１年間に歯科訪問診療１、歯科訪問診療２又

は歯科訪問診療３を合計 18回以上算定しているこ

と。 

 イ 高齢者の心身の特性（認知症に関する内容を含む

ものであること。）、口腔機能の管理、緊急時対応

等に係る適切な研修を修了した常勤の歯科医師が

１名以上配置されていること。なお、既に受講し

た研修が要件の一部を満たしている場合には、不

足する要件を補足する研修を受講することでも差

し支えない。 

 ウ 歯科衛生士が配置されていること。 

 エ 歯科訪問診療を行う地域の歯科診療所と連携し、

必要に応じて歯科訪問診療、外来診療又は入院診

療により専門性の高い歯科医療を提供する体制を

有していること。 

 オ 当該病院において、過去１年間の在宅医療を担う

他の保険医療機関、保険薬局、訪問看 護ステーシ

ョン、地域包括支援センター、居宅介護支援事業

所又は介護保険施設等からの依頼による歯科訪問

診療料の算定回数の実績が５回以上であること。 

 カ 以下のいずれかに該当すること。 

 (イ) 当該地域において、地域ケア会議、在宅医療・

介護に関するサービス担当者会議又は病院・診療

所・介護保険施設等が実施する多職種連携に係る

会議等に年１回以上出席していること。 

 (ロ) 過去１年間に、病院・診療所・介護保険施設等

の職員への口腔管理に関する技術的助言や研修等

の実施又は口腔管理への協力を行っていること。 

 (ハ) 歯科訪問診療に関する他の歯科医療機関との連

携実績が年１回以上あること。 

 キ 過去１年間に、以下のいずれかの算定が１つ以上

あること。 

 (イ) 在宅歯科栄養サポートチーム等連携指導料の算

定があること。 

 (ロ) 在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理

料、小児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指
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導管理料の算定があること。 

 (ハ) 退院時共同指導料１、在宅歯科医療連携加算

１、在宅歯科医療連携加算２、小児在宅歯科医療

連携加算１、小児在宅歯科医療連携加算２、在宅

歯科医療情報連携加算、退院前在宅療養指導管理

料、在宅患者連携指導料又は在宅患者緊急時等カ

ンファレンス料の算定があること。 

 ク 年に１回、歯科訪問診療の患者数等を別添２の様

式 18の２を用いて、地方厚生(支)局長に報告して

いること。 

(２) 令和７年５月 31 日までの間、１の（１）のア及

びキの(イ)の規定の適用については、「診療報酬

の算定方法の一部を改正する件」による改正前の

規定による令和６年５月 31日以前の各区分の算定

回数及び改正後の規定による令和６年６月１日以

降の各区分の算定回数 を合計して差し支えない。

２ 在宅療養支援歯科病院の施設基準 

在宅療養支援歯科病院の施設基準に係る届出は、

別添２の様式 18 を用いること。 
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在宅医療 DX 情報活用加算 

告 示 

一の五の三 在宅患者訪問診療料（Ⅰ）の注 13（在

宅患者訪問診療料（Ⅱ）の注６の規定によ

り準用する場合を含む。）、在宅がん医療総

合診療料の注８及び歯科訪問診療料の注 20

に規定する別に厚生労働大臣が定める施設

基準 

(１) 療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請

求に関する命令（昭和五十一年厚生省令第三十六 

号）第一条に規定する電子情報処理組織の使用に

よる請求を行っていること。 

(２) 健康保険法第三条第十三項に規定する電子資格

確認を行う体制を有していること。 

(３) 電磁的記録をもって作成された処方箋を発行す

る体制を有していること。 

(４) 電磁的方法により診療情報を共有し、活用する

体制を有していること。 

(５) 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い

診療を実施するための十分な情報を取得し、及び 

活用して診療を行うことについて、当該保険医療

機関の見やすい場所に掲示していること。 

(６) (５) の掲示事項について、原則として、ウェ

ブサイトに掲載していること。 

 

通 知 

第 14 の５ 在宅医療ＤＸ情報活用加算 

１ 在宅医療ＤＸ情報活用加算に関する施設基準 

(１) 電子情報処理組織を使用した診療報酬請求を行

っていること。 

(２) 健康保険法第３条第 13 項に規定する電子資格

確認（以下「オンライン資格確認」という。）を

行う体制を有していること。なお、オンライン資

格確認の導入に際しては、医療機関等向けポータ

ルサイトにおいて、運用開始日の登録を行うこ

と。 

(３) 居宅同意取得型のオンライン資格確認等システ

ムの活用により、医師等が患者の診療情報等を取

得及び活用できる体制を有していること。 

(４) 「電子処方箋管理サービスの運用について」

（令和４年 10月 28 日付け薬生発 1028 第１号医政

発 1028 第１号保発 1028 第１号厚生労働省医薬・

生活衛生局長・医政局長・保険局長通知。）に基

づく電子処方箋により処方箋を発行できる体制を

有していること。 

(５) 国等が提供する電子カルテ情報共有サービスに

より取得される診療情報等を活用する体制を有し

ていること。 

(６) 医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い

診療を実施するための十分な情報を取得 ・活用し

て診療を行うことについて、当該保険医療機関の

見やすい場所に掲示していること。具体的には次

に掲げる事項を掲示していること。 

 ア 医師が居宅同意取得型のオンライン資格確認等

システムにより取得した診療情報等を活用して、

計画的な医学管理の下に、訪問して診療を実施し

ている保険医療機関であること。 

 イ マイナ保険証の利用を促進する等、医療ＤＸを

通じて質の高い医療を提供できるよう取り組んで

いる保険医療機関であること。 

 ウ 電子処方箋の発行及び電子カルテ情報共有サー

ビスなどの医療ＤＸにかかる取組を実施している

保険医療機関であること。 

(７) （６）の掲示事項について、原則として、ウェ

ブサイトに掲載していること。自ら管理するホー

ムページ等を有しない場合については、この限り

ではないこと。 
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２ 届出に関する事項  

(１) 在宅ＤＸ情報活用加算の施設基準に係る届出

は、別添２の様式 11 の６を用いること。 

(２) １の(４)については、令和７年３月31日までの

間に限り、１の(５)については令和７年９月30日

までの間に限り、それぞれの基準を満たしている

ものとみなす。 

(３) 令和７年９月30日までの間に限り、１の(６)の

ウの事項について、掲示を行っているものとみな

す。 

 (４) １の(７)については、令和７年５月 31 日まで

の間に限り、当該基準を満たしているものとみな

す。 
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在宅歯科医療情報連携加算 

告 示 

一の六の二 在宅時医学総合管理料の注 15（施設入

居時等医学総合管理料の注５の規定によ

り準用する場合を含む。）、在宅がん医療

総合診療料の注９、歯科疾患在宅療養管

理料の注７、在宅患者訪問口腔リハビリ

テーション指導管理料の注８及び小児在

宅患者訪問口腔リハビリテーション指導

管理料の注８に規定する施設基準 

(１) 在宅での療養を行っている患者であって通院が

困難なものの診療情報等について、電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法を用いて常時確認できる体制を有し、

関係機関と平時からの連携体制を構築しているこ

と。 

(２) 診療情報等を活用した上で計画的な医学管理を

行うにつき十分な体制が整備されていること。 

(３) (１)に規定する連携体制を構築している医療機

関であることについて、当該保険医療機関の見や

すい場所に掲示していること。 

(４) (３)の掲示事項について、原則として、ウェブ

サイトに掲載していること。 

 

通 知 

第 15 の４ 在宅時医学総合管理料の注 15（施設入

居時等医学総合管理料の注５の規定により準用す 

る場合を含む。）に規定する在宅医療情報連携加算

並びに歯科疾患在宅療養管理料の注７、在宅患者訪

問口腔リハビリテーション指導管理料の注８及び小

児在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管理料

の注８に規定する在宅歯科医療情報連携加算 

１ 在宅医療情報連携加算及び在宅歯科医療情報連携

加算の施設基準 

(１) 在宅での療養を行っている患者の診療情報等に

ついて、在宅医療情報連携加算又は在宅歯科医療

情報連携加算を算定する保険医療機関と連携する

他の保険医療機関、介護保険法に 定める居宅サー

ビス事業者、地域密着型サービス事業者、居宅介

護支援事業者若しくは施設サービス事業者又は障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく 指定特定相談支援事業者若し

くは児童福祉法に基づく指定障害児相談支援事業

者等（以下「連携機関」という。）とＩＣＴを用

いて共有し、当該情報について常に確認できる体

制を有している医療機関であること。 

(２) 当該医療機関と患者の診療情報等を共有してい

る連携機関（特別の関係にあるものを除く。）の

数が、５以上であること。  

(３) 地域において、連携機関以外の保険医療機関等

が、当該ＩＣＴを用いた情報を共有する 連携体制

への参加を希望した場合には連携体制を構築する

こと。ただし、診療情報等の共有について同意し

ていない患者の情報については、この限りでな

い。 

(４) (１)に規定する連携体制を構築していること及

び実際に患者の情報を共有している実績のある連

携機関の名称等について、当該保険医療機関の見

やすい場所に掲示していること。 

(５) (４)の掲示事項について、原則として、ウェブ

サイトに掲載していること。自ら管理するホーム

ページ等を有しない場合については、この限りで

はないこと。 

２ 届出に関する事項 

(１) 在宅医療情報連携加算及び在宅歯科医療情報連

携加算の施設基準に関する届出は、別添２の様式
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19 の３を用いること。 

(２) 令和７年５月31日までの間に限り、(５)の要件

を満たすものとみなすこと。 
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在宅患者歯科治療時医療管理料 

告 示 

八 在宅患者歯科治療時医療管理料の施設基準 

(１) 当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常

勤の歯科医師により、治療前、治療中及び治療後

における当該患者の全身状態を管理する体制が整

備されていること。 

(２) 歯科医師が複数名配置されていること又は歯科

医師が一名以上かつ歯科衛生士若しくは看護師が 

一名以上配置されていること。 

(３) 当該患者の全身状態の管理を行うにつき十分な

装置・器具を有していること。 

(４) 緊急時に円滑な対応ができるよう、別の保険医

療機関との連携体制（病院である医科歯科併設の 

保険医療機関にあっては、当該保険医療機関の医

科診療科との連携体制）が確保されていること。

 

 

 

 

 

 

通 知 

第 14 の３ 在宅患者歯科治療時医療管理料 

１ 在宅患者歯科治療時医療管理料に関する施設基準

(１) 当該療養を行うにつき、十分な経験を有する常

勤の歯科医師、歯科衛生士等により、治療前、治

療中及び治療後における当該患者の全身状態を管

理できる体制が整備されていること。 

(２) 常勤の歯科医師が複数名配置されていること又

は常勤の歯科医師及び常勤の歯科衛生士又は看護

師がそれぞれ１名以上配置されていること。な

お、非常勤の歯科衛生士又は看護師を２名以上組

み合わせることにより、当該保険医療機関が規定

する常勤歯科衛生士又は常勤看護師の勤務時間帯

と同じ時間帯に歯科衛生士又は看護師が配置され

ている場合には、当該基準を満たしていることと

みなすことができる。 

(３) 当該患者の全身状態の管理を行うにつき以下の

十分な装置・器具等を有していること。 

 ア 経皮的動脈血酸素飽和度測定器（パルスオキシ

メーター） 

 イ 酸素供給装置 

 ウ 救急蘇生セット  

(４) 緊急時に円滑な対応ができるよう病院である別

の保険医療機関との連携体制が整備されているこ

と。ただし、病院である医科歯科併設の保険医療

機関にあっては、当該保険医療機関の医科診療科

との連携体制が整備されている場合は、この限り

でない。 

２ 届出に関する事項  

在宅患者歯科治療時医療管理料の施設基準に係

る届出は別添２の様式 17 を用いること。 
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口腔細菌定量検査 

告 示 

十五の三 口腔細菌定量検査の施設基準 

(１) 当該検査を行うにつき十分な体制が整備されて

いること。 

(２) 当該検査を行うにつき十分な機器を有している

こと。 

 

 

 

 

 

通 知 

第 29 の４の３ 口腔細菌定量検査 

１ 口腔細菌定量検査に関する施設基準 

  次のいずれにも該当すること。 

(１) 当該療養を行うにつき、十分な経験を有する歯

科医師が１名以上配置されていること。 

(２) 当該保険医療機関内に口腔細菌定量分析装置を

備えていること。 

２ 届出に関する事項  

口腔細菌定量検査の施設基準に係る届出は、別

添２の様式 38 の５を用いること。 
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咀嚼能力検査 

告 示 

十七 咀嚼能力検査の施設基準 

(１) 当該検査を行うにつき十分な体制が整備されて

いること。 

(２) 当該検査を行うにつき十分な機器を有している

こと。 

 

 

 

 

 

 

通 知 

第 29 の５ 有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及

び咬合圧検査 

１ 有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合圧

検査に関する施設基準 

(２)有床義歯咀嚼機能検査１のロ及び咀嚼能力検査

の施設基準 

次のいずれにも該当すること。 

 ア 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の

経験を有する歯科医師が１名以上配置されている

こと。 

 イ 当該保険医療機関内に咀嚼能率測定用のグルコ

ース分析装置を備えていること。 

２ 届出に関する事項 

有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合

圧検査の施設基準に係る届出は、別添２の様式 38

の１の２を用いること。 
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咬合圧検査 

告 示 

十八 咬合圧検査の施設基準 

(１) 当該検査を行うにつき十分な体制が整備されて

いること。 

(２) 当該検査を行うにつき十分な機器を有している

こと。 

 

 

 

 

 

 

通 知 

第 29 の５ 有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及

び咬合圧検査 

１ 有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合圧

検査に関する施設基準 

(４)有床義歯咀嚼機能検査２のロ及び咬合圧検査の

施設基準 

 次のいずれにも該当すること。 

 ア 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の

経験を有する歯科医師が１名以上配置されている

こと。 

 イ 当該保険医療機関内に歯科用咬合力計を備えて

いること。 

 ２ 届出に関する事項 

有床義歯咀嚼機能検査、咀嚼能力検査及び咬合

圧検査の施設基準に係る届出は、別添２の様式 38

の１の２を用いること。 
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光学印象 

告 示 

一の三 光学印象の施設基準 

(１) 当該療養を行うにつき十分な体制が整備されて

いること。 

(２) 当該療養を行うにつき十分な機器を有している

こと。 

 

 

 

 

通 知 

第 57 の５の４ 光学印象  

１ 光学印象に関する施設基準 

（１）歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上

の経験を有する歯科医師が１名以上配置されてい

ること。 

（２）当該保険医療機関内に光学印象に必要な機器

を有していること。 

２ 届出に関する事項  

光学印象の施設基準に係る届出は、別添２の様

式 50 の２を用いること。 
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CAD／CAM 冠及び CAD／CAM インレー 

告 示 

一の二 ＣＡＤ／ＣＡＭ冠及びＣＡＤ／ＣＡＭイン

レーの施設基準 

(１) 当該療養を行うにつき十分な体制が整備されて

いること。 

(２) 当該療養を行うにつき十分な機器及び設備を有

していること又は十分な機器及び設備を有してい

る歯科技工所との連携が確保されていること。 

 

 

 

 

 

 

通 知 

第 57 の６ ＣＡＤ／ＣＡＭ冠及びＣＡＤ／ＣＡＭイ

ンレー 

１ ＣＡＤ／ＣＡＭ冠及びＣＡＤ／ＣＡＭインレーに

関する施設基準 

(１) 歯科補綴治療に係る専門の知識及び３年以上の

経験を有する歯科医師が１名以上配置されている

こと。 

(２) 保険医療機関内に歯科用ＣＡＤ/ＣＡＭ装置が設

置されている場合は、歯科技工士を配置している

こと。 

(３) 保険医療機関内に歯科用ＣＡＤ／ＣＡＭ装置が

設置されていない場合は、当該装置を設置してい

る歯科技工所との連携が図られていること。 

２ 届出に関する事項  

ＣＡＤ／ＣＡＭ冠及びＣＡＤ／ＣＡＭインレー

の施設基準に係る届出は、別添２の様式 50 の２を

用いること。 
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歯科技工士連携加算 1 及び光学印象歯科技工士連携加算 

告 示 

二の二 印象採得、咬合採得及び仮床試適の歯科技

工士連携加算１及び２並びに光学印象の光学

印象歯科 技工士連携加算の施設基準 

(１) 歯科技工士連携加算１及び光学印象歯科技工士

連携加算の施設基準 

歯科技工士を配置していること又は他の歯科技

工所との連携が確保されていること。 

 

 

 

 

通 知 

第 57 の５の２ 歯科技工士連携加算１及び光学印象

歯科技工士連携加算 

１ 歯科技工士連携加算１及び光学印象歯科技工士連

携加算に関する施設基準 

保険医療機関内に歯科技工士を配置しているこ

と又は他の歯科技工所との連携が図られているこ

と。 

２ 届出に関する事項 

歯科技工士連携加算１及び光学印象歯科技工士

連携加算の施設基準に係る届出は、別添２の様式

50 の２の２を用いること。 
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歯科技工士連携加算 2 

告 示 

二の二 印象採得、咬合採得及び仮床試適の歯科技

工士連携加算１及び２並びに光学印象の光学

印象歯科 技工士連携加算の施設基準 

（２) 歯科技工士連携加算２の施設基準 

イ 歯科技工士を配置していること又は他の歯科

技工所との連携が確保されていること。 

ロ 情報通信機器を用いた歯科診療を行うにつき

十分な体制が整備されていること。 

通 知 

第 57 の５の３ 歯科技工士連携加算２ 

１ 歯科技工士連携加算２に関する施設基準  

（１） 保険医療機関内に歯科技工士を配置している

こと又は他の歯科技工所との連携が図られている

こと。  

（２） 保険医療機関内の歯科技工士又は他の歯科技

工所との情報通信機器を用いた連携に当たって、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」に準拠した体制であること。  

２ 届出に関する事項  

歯科技工士連携加算２の施設基準に係る届出

は、別添２の様式 50 の２の２を用いること。 
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頭頸部悪性腫瘍光線力学療法 

告 示 

三の九 歯科点数表第二章第九部手術に掲げる頭頸

部悪性腫瘍光線力学療法の施設基準 

(１) 当該保険医療機関内に当該療養を行うにつき必

要な歯科医師及び看護師が配置されていること。 

(２) 当該療養を行うにつき十分な体制が整備されて

いること。 

(３) 当該療養を行うにつき十分な機器を有している

こと。 

 

通 知 

第 61 の４の６の２ 頭頚部悪性腫瘍光線力学療法

（歯科診療に係るものに限る。） 

１ 頭頸部悪性腫瘍光線力学療法に関する施設基準  

（１） 関係学会により教育研修施設として認定され

た施設であること。  

（２） 頭頸部癌の治療に係る専門の知識及び 5 年以

上の経験を有し、本治療に関する所定の研修を修

了している常勤の歯科医師が１名以上配置されて

いること。 

（３） 常勤の歯科麻酔科医又は常勤の麻酔科標榜医

が配置されていること。 

（４） 緊急時・偶発症発生時に備えて医師との連携

体制を確保していること。  

（５） 緊急手術の体制が整備されていること。  

（６） 当該療養に用いる機器について、適切に保守

管理がなされていること。 

２ 届出に関する事項  

頭頸部悪性腫瘍光線力学療法の施設基準に係る

届出は、別添２の様式 87の 46 の２を用いること。
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歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

告 示 

三 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)の施設

基準 

(１) 外来医療又は在宅医療を実施している保険医療

機関であること。 

(２) 主として歯科医療に従事する職員（医師及び歯

科医師を除く。この号において「対象職員」とい 

う。）が勤務していること。 

(３) 対象職員の賃金の改善を実施するにつき必要な

体制が整備されていること。 

 

 

 

 

 

 

通 知 

第 106 の２歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ) 

１ 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)の施設基

準  

(１) 外来医療又は在宅医療を実施している保険医療

機関であること。 

(２) 主として歯科医療に従事する職員(医師及び歯

科医師を除く。以下、この項において「対象職

員」という。)が勤務していること。対象職員は

別表４に示す職員であり、専ら事務作業(歯科業

務補助者等の歯科医療を専門とする職員の補助と

して行う事務作業を除く。)を行うものは含まれ

ない。  

(３) 当該評価料を算定する場合は、令和６年度及び

令和７年度において対象職員の賃金(役員報酬を

除く。)の改善(定期昇給によるものを除く。)を

実施しなければならない。  

(４) (３)について、ベア等により改善を図るため、

当該評価料は、対象職員のベア等及びそれに伴う

賞与、時間外手当、法定福利費(事業者負担分等

を含む)等の増加分に用いること。ただし、ベア

等を行った保険医療機関において、患者数等の変

動等により当該評価料による収入が上記の増加分

に用いた額を上回り、追加でベア等を行うことが

困難な場合であって、賞与等の手当によって賃金

の改善を行った場合又は令和６年度及び令和７年

度において翌年 度の賃金の改善のために繰り越し

を行う場合(令和８年 12 月までに賃金の改善措置

を行う 場合に限る。)についてはこの限りではな

い。いずれの場合においても、賃金の改善の対象

とする項目を特定して行うこと。なお、当該評価

料によって賃金の改善を実施する項目以外 の賃金

項目(業績等に応じて変動するものを除く。)の水

準を低下させてはならない。また、賃金の改善

は、当該保険医療機関における「当該評価料によ

る賃金の改善措置が実 施されなかった場合の賃金

総額」と、「当該評価料による賃金の改善措置が

実施された場合の賃金総額」との差分により判断

すること。 

(５) 令和６年度に対象職員の基本給等を令和５年度

と比較して２分５厘以上引き上げ、令和７年度に

対象職員の基本給等を令和５年度と比較して４分



- 41 - 
 

５厘以上引き上げた場合については、40 歳未満の

勤務歯科医及び勤務医並びに事務職員等の当該保

険医療機関に勤務する職員の賃金(役員報酬を除

く。)の改善(定期昇給によるものを除く。)を実

績に含めることができること。 

(６) 令和６年度及び令和７年度における当該保険医

療機関に勤務する職員の賃金の改善に係る計画

(以下「賃金改善計画書」という。)を作成してい

ること。  

(７) 当該保険医療機関は、当該評価料の趣旨を踏ま

え、労働基準法等を遵守すること。 

(８) 当該保険医療機関は、対象職員に対して、賃金

改善を実施する方法等について、２の届出に当た

り作成する「賃金改善計画書」の内容を用いて周

知するとともに、就業規則等の内容についても周

知すること。また、対象職員から当該評価料に係

る賃金改善に関する照会を受けた場合には、当該

対象者についての賃金改善の内容について、書面

を用いて説明すること等により分かりやすく回答

すること。  

２ 届出に関する事項 

(１) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)の施設

基準に係る届出は、別添２の様式 95 を用いるこ

と。 

(２) １の(６)の「賃金改善計画書」を、別添２の様

式 95により新規届出時及び毎年４月に作成し、新

規届出時及び毎年６月において、地方厚生(支)局

長に届け出ること。 

(３) 毎年８月において、前年度における賃金改善の

取組状況を評価するため、「賃金改善実績報告

書」を別添２の様式 98 により作成し、地方厚生

(支)局長に報告すること。  

(４) 事業の継続を図るため、対象職員の賃金水準

(看護職員処遇改善評価料、歯科外来・在宅ベー

スアップ評価料(Ⅰ)及び(Ⅱ)、外来・在宅ベース

アップ評価料(Ⅰ)及び(Ⅱ)並びに入院ベースアッ

プ評価料による賃金改善分を除く。)を引き下げ

た上で、賃金改善を行う場合には、当該保険医療

機関の収支状況、賃金水準の引下げの内容等につ

いて記載した「特別事情届出書」を、別添２の様

式 94 により作成し、届け出ること。 

なお、年度を超えて対象職員の賃金を引き下げ

ることとなった場合は、次年度に(２)の「賃金改

善計画書」を提出する際に、「特別事情届出書」を
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再度届け出る必要があること。 

(５) 保険医療機関は、歯科外来・在宅ベースアップ

評価料(Ⅰ)の算定に係る書類(「賃金改善計画

書」等の記載内容の根拠となる資料等)を、当該

評価料を算定する年度の終了後３年間保管するこ

と。 
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歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ） 

告 示 

五 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の施設

基準 

(１) 医科点数表又は歯科点数表第一章第二部第一

節の入院基本料（特別入院基本料等を含む。）、

同 部第三節の特定入院料又は同部第四節の短期

滞在手術等基本料（短期滞在手術等基本料１を

除く。） を算定していない保険医療機関である

こと。 

(２) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)の届

出を行っている保険医療機関であること。 

(３) 外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)及び歯科

外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)により算定

する見込みの点数を合算した点数に十円を乗じ

て得た額が、主として歯科医療に従事する職員

（医師及び歯科医師を除く。この号において

「対象職員」という。）の給与総額の一分二厘未

満であること。 

(４) 当該保険医療機関内における常勤の対象職員

の数が、二以上であること。ただし、基本診療

料の施設基準等別表第六の二に掲げる地域に所

在する保険医療機関にあっては、この限りでな

い。 

(５) 主として保険診療等から収入を得る保険医療

機関であること。 

(６) 対象職員の賃金の改善を行うにつき十分な体

制が整備されていること。 

 

通 知 

第 106 の３ 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ) 

１ 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の施設基

準 

(１) 医科点数表又は歯科点数表第１章第２部第１節

の入院基本料（特別入院基本料等を含む。）、同部

第三節の特定入院料又は同部第四節の短期滞在手

術等基本料（短期滞在手術等基本料１を除く。）を

算定していない保険医療機関であること。  

(２) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)の届出

を行っている保険医療機関であること。  

(３) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)及び外

来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)により算定され

る点数の見込みを合算した数に 10 円を乗じた額

が、主として歯科医療に従事する職員(医師及び歯

科医師を除く。以下、この項において「対象職

員」という。)の給与総額の１分２厘未満であるこ

と。対象職員は別表４に示す職員であり、専ら事

務作業(歯科業務 補助者等が医療を専門とする職員

の補助として行う事務作業を除く。)を行うものは

含まれ ない。 

(４) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の保険

医療機関ごとの区分については、当該保険医療機

関における対象職員の給与総額、歯科外来・在宅

ベースアップ評価料(Ⅰ)及び外来・在宅ベースア

ップ評価料(Ⅰ)により算定される点数の見込み並

びに歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)及び

外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の算定回数の

見込みを用い て算出した数【Ｂ】に基づき、別表

５に従い該当するいずれかの区分を届け出るこ

と。ただし、医科歯科併設の保険医療機関であっ

て、外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の施設基

準についても届出を行う保険医療機関について

は、同一の区分により届け出ること(例えば 歯科外

来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)２の届出を行う

場合は、外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)２を

届け出ること。)。 
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【B】＝ 

 

 

 

 

(５) (４)について、算出を行う月、その際に用いる

「対象職員の給与総額」、「歯科外来・在宅ベース

アップ評価料(Ⅰ)及び外来・在宅ベースアップ評

価料(Ⅰ)により算定される点数の見込み」及び

「歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)及び外

来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の算定回数の見

込み」の対象となる期間、算出した【Ｂ】に基づ

き届け出た区分に従って算定を開始する月は別表

７のとおりとする。 

「対象職員の給与総額」は、別表７の対象となる

12 か月の期間の１月あたりの平均の数値を用いるこ

と。「歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)及び

外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)により算定され

る点数の見込み」及び「歯科外来・在宅ベースアッ

プ評価料(Ⅱ)及び外来・在宅ベースアップ評価料

(Ⅱ)の算定回数の見込み」は、初診料等の算定回数

を用いて計算し、別表７の対象となる３か月の期間

の１月あたりの平均の数値を用いること。 

また、別表７のとおり、毎年３、６、９、12 月

に上記の算定式により新たに算出を行い、区分に変

更がある場合は算出を行った月内に地方厚生(支)局

長に届出を行った上で、翌月(毎年４、７、10、１

月)から変更後の区分に基づく点数を算定するこ

と。なお、区分の変更に係る届出においては、「当

該評価料による賃金の改善措置が実施されなかった

場合の賃金総額」によって対象職員の賃金総額を算

出すること。 

ただし、前回届け出た時点と比較して、別表７の

対象となる３か月の「対象職員の給与総額」、「歯科

外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ)及び外来・在宅

ベースアップ評価料(Ⅰ)により算定される点数の見

込み」、「歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)及

び外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の算定回数の

見込み」及び【Ｂ】のいずれの変化も１割以内であ

る場合においては、区分の変更を行わないものとす

ること。 

新規届出時(区分変更により新たな区分を届け出
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る場合を除く。以下この項において同じ。)は、直

近の別表７の「算出を行う月」における対象となる

期間の数値を用いること。ただし、令和６年６月３

日までに届出を行った場合は、令和６年６月に区分

の変更を行わないものとすること。 

(６) 当該評価料を算定する場合は、令和６年度及び

令和７年度において対象職員の賃金(役員報酬を除

く。)の改善(定期昇給によるものを除く。)を実施

しなければならない。 

(７) (６)について、ベア等により改善を図るため、

当該評価料は、対象職員のベア等及びそ れに伴う

賞与、時間外手当、法定福利費(事業者負担分等を

含む)等の増加分に用いること。ただし、ベア等を

行った保険医療機関において、患者数等の変動等

により当該評価料による 収入が上記の増加分に用

いた額を上回り、追加でベア等を行うことが困難

な場合であって、賞与等の手当によって賃金の改

善を行った場合又は令和６年度及び令和７年度に

おいて翌年 度の賃金の改善のために繰り越しを行

う場合(令和８年 12月までに賃金の改善措置を行う

場合に限る。)についてはこの限りではない。ただ

し、いずれの場合においても、賃金の改 善の対象

とする項目を特定して行うこと。なお、当該評価

料によって賃金の改善を実施する 項目以外の賃金

項目(業績等に応じて変動するものを除く。)の水

準を低下させてはならない。また、賃金の改善

は、当該保険医療機関における「当該評価料によ

る賃金の改善措置が実 施されなかった場合の賃金

総額」と、「当該評価料による賃金の改善措置が実

施された場合の賃金総額」との差分により判断す

ること。  

(８) 令和６年度及び令和７年度における「賃金改善

計画書」を作成していること。  

(９) 常勤換算２名以上の対象職員が勤務しているこ

と。ただし、「基本診療料の施設基準等」別表第六

の二に掲げる地域に所在する保険医療機関にあっ

ては、この限りでない。  

(10) 当該保険医療機関において、以下に掲げる社会

保険診療等に係る収入金額(以下、「社会 保険診療

等収入金額」という。)の合計額が、総収入の 100 

の 80 を超えること。 

 ア 社会保険診療(租税特別措置法(昭和32年法律第26

号)第 26条第２項に規定する社会保険診療をいう。

以下同じ。)に係る収入金額(労働者災害補償保険
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法(昭和 22 年法律第 50 号)に係る患者の診療報酬

(当該診療報酬が社会保険診療報酬と同一の基準に

よっている 場合又は当該診療報酬が少額(全収入金

額のおおむね 100 の 10 以下の場合をいう。)の場合

に限る。)を含む。) 

 イ 健康増進法(平成 14 年法律第 103 号)第六条各号に

掲げる健康増進事業実施者が行う同法第４条に規

定する健康増進事業(健康診査に係るものに限る。

以下同じ。)に係る収入金額(当該収入金額が社会

保険診療報酬と同一の基準により計算されている

場合に限る。)  

ウ 予防接種(予防接種法(昭和 23 年法律第 68 号)第２

条第６項に規定する定期の予防接種等その他医療

法施行規則第 30条の 35 の３第１項第２号ロの規定

に基づき厚生労働大臣が定める予防接種(平成 29年

厚生労働省告示第 314 号)に規定する予防接種をい

う。)に係る収入金額 

 エ 助産(社会保険診療及び健康増進事業に係るもの

を除く。)に係る収入金額(１の分娩に係る助産に

係る収入金額が 50 万円を超えるときは、50 万円を

限度とする。) 

 オ 介護保険法の規定による保険給付に係る収入金額

(租税特別措置法第 26条第２項第４号に掲げるサー

ビスに係る収入金額を除く。) 

 カ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律第６条に規定する介護給付費、特例

介護給付費、訓練等給付費、特例訓練等給付費、

特定障害者特別給付費、特例特定障害者特別給付

費、地域相談支援給付費、特例地域相談支援給付

費、計画相談支援給 付費、特例計画相談支援給付

費及び基準該当療養介護医療費並びに同法第 77 条

及び第 78 条に規定する地域生活支援事業に係る収

入金額 

 キ 児童福祉法第 21 条の５の２に規定する障害児通

所給付費及び特例障害児通所給付費、同法第 24 条

の２に規定する障害児入所給付費、同法第 24 条の

７に規定する特定入所障 害児食費等給付費並びに

同法第 24 条の 25 に規定する障害児相談支援給付

費及び特例障 害児相談支援給付費に係る収入金額 

ク 国、地方公共団体及び保険者等が交付する補助金

等に係る収入金額 

(11) 当該保険医療機関は、当該評価料の趣旨を踏ま

え、労働基準法等を遵守すること。  

(12) 当該保険医療機関は、対象職員に対して、賃金
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改善を実施する方法等について、２の届出に当た

り作成する「賃金改善計画書」の内容を用いて周

知するとともに、就業規則等の内容についても周

知すること。また、対象職員から当該評価料に係

る賃金改善に関する照会を受けた場合には、当該

対象者についての賃金改善の内容について、書面

を用いて説明すること等により分かりやすく回答

すること。 

２ 届出に関する事項  

(１) 歯科外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅱ)の施設

基準に係る届出は、別添２の様式 96 を用いるこ

と。 

(２) １の(８)の「賃金改善計画書」を、別添２の様

式 96 により新規届出時及び毎年４月に作成し、新

規届出時及び毎年６月において、地方厚生(支)局

長に届け出ること。 

(３) 毎年８月において、前年度における賃金改善の

取組状況を評価するため、「賃金改善実績報告書」

を別添２の様式 98 により作成し、地方厚生(支)局

長に報告すること。  

(４) 事業の継続を図るため、対象職員の賃金水準(看

護職員処遇改善評価料、歯科外来・在宅ベースア

ップ評価料(Ⅰ)及び(Ⅱ)、外来・在宅ベースアッ

プ評価料(Ⅰ)及び(Ⅱ)並びに入院ベースアップ評

価料による賃金改善分を除く。)を引き下げた上

で、賃金改善を行う場合には、当該保険医療機関

の収支状況、賃金水準の引下げの内容等について

記載した「特別事情届出書」を、別添２の様式 94

により作成し、届け出ること。なお、年度を超え

て対象職員の賃金を引き下げることとなった場合

は、次年度に(２)の「賃金改善計画書」を提出す

る際に、「特別事情届出書」を再度届け出る必要が

あること。  

(５) 保険医療機関は、歯科外来・在宅ベースアップ

評価料(Ⅱ)の算定に係る書類(「賃金改善計画書」

等の記載内容の根拠となる資料等)を、当該評価料

を算定する年度の終了後３年間保管すること。 

 


